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東アジアの平和とナショナリズム
ーナショナリズムの底流と克服一
馬 暁華＊
はじめに
19世紀の政治、経済、そして文化をリードしたのは、ヨーロッパでありましたが、 20世紀は「アメ
リカの世紀」だったとよく言われています。こうした欧米が主導した近代世界史を振り返ってみると、
アジアの輝きがあまり評価されなかったように思われます。しかし、アジア諸国の著しい経済発展は、
1970年代から明らかになっていましたが、 80年代にはそれが加速的となり、 90年代には、世界経済の
なかでもっとも活発な地域として注目されるようになりました。中国の経済もこの地域経済の中に次
第に組み込まれていき、グローバリゼーションの中で着実に成長をとげており、アジア全域の経済の
一端を担うようになりました。「中国の台頭」と言われますように、今後もアジアにおける中国の存
在感はますます大きくなっていくと予想されます。
このように、経済面での発達が著しいということは、近い将来の中国、日本、アメリカ三国関係に
おいても、従来と同じように、経済が中心となっていくことを示すものであります。しかし、それは、
中国、日本、アメリカ三国関係の今後が今までと本質的に変わらないということではありません。経
済面での中国の発展が著しければ、それだけ、中国、日本、アメリカ三国関係における他の面での複
雑な問題も生じ得るのであり、また三国を取り巻く国際環境の変化も、従来のパターンとは異なった
ものとなり得ることも予想されます。この中国、日本、アメリカ三国の協力関係を建設的に発展させ
ることは、アジアの平和と発展のみならず、 21世紀の国際システム全体の課題としてきわめて重要で
あります。
あらゆる面での交流が深まっていくことが予想されますが、その接触や交流すべてが良い結果をも
たらすとは限りません。誤解や摩擦も生じるでしょう。中国、日本、アメリカ三国の関係の未来を眺
めると、まだ不確定な要素を多くはらんでいる現実があります。本国際シンポジウムの趣旨は、歴史
と現状の双方から「アジアの平和とナショナリズム」を捉えることですので、「アジアの平和」をも
たらす条件とは何なのか、それを阻害する潜在的な要因、あるいは阻害要因と考えられるナショナリ
ズムをどう克服するか、の二点を中心に述べたいと思います。
1. アジアにおけるナショナリズムの現状と弊害：日中関係を例として
アジアにおける一つの重要な二国関係は日中関係であります。日中間の相互交流と相互依存関係が
深まり、日中関係の重要性がますます高まるなかで、日本をライバルではなくパートナーであると認
識している中国人は決して少なくありません。一方、日本人の中にも、古くから高い文明を誇り、日
本文化に大きな影響を与え続けた中国に対して憧憬や尊敬の念を持つ人、また戦争中の侵略行為に対
する償いとして中国の発展に助力したいという気持ちを持つ人も多くいます。しかしながら、同時に、
編集部注＊ 大阪教育大学助教授 本稿は、2003年12月6日開催法学研究所第33回シンポジウムのコメント内容を基にし
た報告原稿である。
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日中両国が隣国であるがゆえに、互いに対して複雑な感情を持っている人も少なからず存在すること
も否定できません。戦後日中両国の接触の歩みをみると、日本と中国との関係は非常にデリケートな
ものであります。日本と中国の間には、両国を結びつける強力な経済的、文化的要因があるにもかか
わらず、過去の歴史体験や戦争の記憶をめぐる対立が、繰り返し両国の関係を緊張させることになっ
ています。戦後日本と中国との関係を形成する上で、歴史がどのような役割を果たしてきたのか、ま
た近年における日中両国の世論の変化を通して、アジアのナショナリズムの底流と現状を考えてみた
いと思います。
中国に対する親近感についての総理府の世論調査によると、平成13年 (2001年）から中国に対する
良いイメージを持っていると答えた日本人の数が1972年日中国交正常化以来、最低を記録し続けてい
ます。中国に対する親近感を世代別に分けてみると、 40歳台をピークとして、 30歳台から20歳台へ年
齢が若くなるほど「親しみを感じる」層が急減しています。こうした減少傾向は50歳台、 60歳台へと
年齢が高くなる方向にもみられますが、「中国離れ」現象が最も著しいのは20歳台の若者においてで
す1)。21世紀を担う若者たちが中国嫌いに陥っている現実を直視し、その原因を徹底的に検討するこ
となしには、アジアの平和、および未来のよりよき日中関係を構築することは難しいでしょう。
一方、日本人の中国に対する冷たい視線は、中国の若者にも反映されています。 1997年2月16日の
新華社電は、中国青少年発展基金会と『中国青年報』が共同で実施したアンケート調査の結果を報道
しました。その調査の結果、調査対象者の9割以上が「日本による侵略の歴史を忘れてはいけない」
と回答しており、その主な原因が「日本政府要人の靖国神社参拝に強い憤りを示している」点にある
としています。他方、 2001年の日中世論調査によれば、中国人の対日感情についは、 7割以上は日本
が「嫌い」と回答しています2)。もちろんこの現象の根底には様々な要因がありますが、過去の戦争
についての意見対立が主な原因になっていると考えられます。
歴史問題がもたらしたもっとも大きな弊害は、日中両国国民の相手国に対するイメージを悪化させ
たことにあると思います。アジアの平和を考える場合に、こうした日中間の歴史認識に根ざした狭陸
なナショナリズムの台頭は無視できません。近年、中国に台頭するナショナリスティックな若い層は、
日本が過去の戦争責任を取ろうとしなくなってきたと見なし、そのことに憤りを感じるようになると
いう傾向があります。 1990年代後半に中国で実施された世論調査では、日本の中国侵略に対する中国
国民の認識が大幅に高まったことを示しました。例えば、 1996年に中国で行われた世論調査では、
「日本と聞いて何を思い浮かべるか」と質問したところ、「南京大虐殺」 (84%) と「日本侵略者」
(81 %、複数回答可）となりました。また回答者の 7割以上は「日の丸を見ると、日本帝国主義の侵
略を思い出す」と答えています 3)。この世論調査は主に都市部に住む高学歴の人々を対象としていま
すので、国民全体の意識を反映しているとはいえませんが、それにしても高い数値であり、歴史問題
がいかに中国人の対日不信に影を落としているかをまざまざと示しているといえるでしょう。
ナショナリズムとは、強烈にイデオロギー化された排他的民族感情であるとしばしば指摘されてい
ます。ナショナリズムの基本的作用のメカニズムは、大衆の感情を利用し、国民を外部勢力からの辱
めに抵抗させるべく国民の団結を促す力を持っています。山室論文でも指摘されているように、 20世
紀におけるアジアのナショナリズムは、国民国家を形成する担い手を育成したり、国家間戦争を遂行
するための戦士を育成するものとして機能してきました。このアジアのナショナリズムを代表する人
物、例えば孫文やガンディが指導した民族解放運動を振り返ってみると、植民地支配体制の崩壊、国
民国家の建設過程におけるアジアのナショナリズムの果たした役割が非常に大きい、という点が直ち
1)詳しくは、『月刊世論調査』平成13年5月、 69頁参照。
2)『朝日新聞』 2001年12月25日。
3) この統計は、中国共産党青年組織の機関紙『中国青年報』が4週間にわたって初の対日意識調査の結果をまとめた
ものである。『朝日新聞』 1997年2月17日。
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に想起されます。その中で、特に中国のナリョナリズム、例えば第二次世界大戦期における中国の主
権回復運動（不平等条約の撤廃運動）は、植民地支配体制を終焉させ、国民国家としての政治的独立
の達成、ひいては国際政治の民主化に大きく貢献したという側面があります4)。そういう意味で、歴
史的に中国のナショナリズムは、日本と欧米のナショナリズムとはまったく質を異にするものと言え
るでしょう。
もともと中国のナショナリズムの起源は、アヘン戦争以後の欧米列強による中国の植民地化、なか
んずく日本軍国主義の中国侵略に対する反感と抵抗に発しています。最近における中国のナショナリ
ズムの台頭の背景には、いくつかの原因があります。具体的に言いますと、天安門事件後、欧米諸国
の対中制裁圧力を受けたこと、 90年代からの台湾海峡両岸の緊張の高まり、アメリカによる対中国大
使館「誤爆事件」、または世界的なナショナリズムの台頭の影響、および日本の政治家の「失言騒動」
などが挙げられます。その中でもっとも注意を喚起すべき点は、過去の侵略戦争を正当化する日本政
治家の一連の発言であり、また歴史教科書問題の再起、および小泉首相の靖国神社公式参拝などの
「歴史問題」であります。特に小泉首相の靖国神社参拝は、日中間の歴史論争を再燃させ、日中関係
にも再び暗い影を投げかけ、今もその論争は続いています。最近若者向けの新聞『中国青年報』の論
評では、「中国人の反日感情の悪化は最近のことであり、小泉純一郎首相が靖国神社を参拝するたび
に激化している」と主張しています 5)0
近年、靖国問題は慰霊というよりも、むしろ政治化した問題として注目されています。 A級戦犯の
合祀された靖国神社への公式参拝は、日本による侵略の被害者だった中国人からみれば、過去の侵略
の歴史への免罪を図る行為であり、戦争責任を拒否する象徴であります。一連の政治家の「失言騒
動」を含めて、こうした出来事がこれだけ繰り返されるのは、政治家個人ではなく、日本政府全体の
本質的問題ではないか、との疑念も生じます。特に小泉首相の靖国公式参拝は、中国人にとって、日
本政府による何らかの政治的意図を潜ませたものではないかという疑いを深めるのに十分であり、そ
れは、戦没者慰霊という首相の主観的な意図とはまった＜逆に、露骨な戦争責任の拒否行動としてし
か受け取られなくなってしまいました。こうした中国社会で高揚してきたナショナリズムは、歴史的
体験に裏づけられているだけに強固であり、それは戦争を知らない世代にも影響を与え、ひいては中
国人の対日観を形成しているように思われます。
一方、 90年代からの経済の低迷、国民全体に蔓延する自信の喪失、こうした不安定要素のすべてが
日本にナショナリズムが台頭する土壌を産み出しました。日中双方の強硬派が互いに刺激しあう形で
歴史認識問題をめぐる応酬がエスカレートする悪循環が始まりました。こうした厳しさを増す日中関
係の現実に対して、一部の保守派メデイアを中心に、中国社会には歴史的背景から「反日感情」が充
満しており、中国政府は日本が過去を謝っても謝っても謝罪を求めてくると日中関係に絶望する論調
が広がりました。特に戦後50年を経た90年代後半から歴史問題をめぐる対立はいっそう深刻化し、日
中関係全体を覆うようになりました。中国における「日本軍国主義」への批判や、日本における「中
国脅威論」、最近の対中ODA(政府開発援助）に対する批判的論調なども、こうした感情に起因し
ていると思われます。
歴史認識問題をめぐる日中両国政府の摩擦がそれぞれの国民感情に影響を与え、すでに申し上げま
したように、お互いへの親近感が国交正常化当時より大きく後退するようになったのが大きな特徴で
す。その後、日中両国の間で、政治的なトラブルが起きるたびに、マスコミなどで歴史認識問題をめ
ぐる対立が蒸し返され、それがまた両国間の不信感を強めるという悪循環がみられるようになります。
その結果、戦後日本社会の実態に対する理解は深まらないまま、日本への憧憬と憎悪という非常に矛
盾した複雑な感情が中国社会の奥底に沈殿していくことになります。こうして、過去の歴史体験や戦
4)詳しくは、馬暁華『幻の新秩序とアジア太平洋：第二次世界大戦期米中同盟の軋礫』（彩流社、 2000年）第3章参照。
5)『中国青年報』 2004年8月9日。
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争の記憶に根ざしたナショナリズムが日中両国で台頭し、それがアジアの平和、ひいてはアジア・太
平洋地域における国際関係の安定を揺るがすという構図が生まれました。
もちろん日中関係には、肯定的な要素も多くあります。しかし、東アジアにおける日中両国の軋礫
は、この地域の安定に大きな影響を与える恐れがあります。日中間の協力関係がなければ、この地域
における安全保障関係を構築することは不可能でしょう。ある意味でアジア地域が世界の平和と人類
の発展に貢献できるかどうかは、中国と日本が相互理解• 相互協力の関係を作り出すことができるか
どうかにかかっているといえます。そういう意味で、日中両国は相互信頼、協力関係を構築していく
ことがきわめて重要であると同時に、お互いの相違を認めた上で、どのように寛容の心を持って、妥
協点を模索し、相互理解に基づいた共通の利益を追求していくのかを考えなければなりません。言い
換えますと、真の和解がなければ、長期的な平和や繁栄が実現することは困難ではないかと思います。
2. 浸透しつつある中.8 . 米三国間の相互依存関係
アジアにおけるもう一つの重要な二国関係に日米関係があります。世界でそれぞれ一位、二位の経
済大国であり、日米経済関係はかなり前に重要な関係になりました。しかし、ヴォーゲル氏が「ジャ
パンアズナンバーワン」と称した時代においては、日本経済の競争力を心配していたアメリカも、最
近では日本の長期にわたる経済低迷と、グローバル化の時代に適応するための改革の先行きに懸念を
抱いています。
日本は過去50年、アメリカと特殊な関係を結び、アジア・太平洋地域では、アメリカの世界戦略の
中で受動的な役割を果たすだけでしたが、経済的には積極的にアジア市場に進出しました。しかし、
現在のアジアは、 50年前とは比較にならないほど力をつけており、その結果、日本の影響力は相対的
に低下しています。こうした状況のなかで、日本は米国依存症から自立し、真のアジアの一員として、
地域全体の安全保障秩序を構築することができるでしょうか。 20世紀の歴史を振り返ってみると、近
隣諸国との関係をうまく調整できなかったところに日本の最大の問題があります。中国や輯国とは今
日、友好関係を基本的に確立しましたが、全体的な信頼醸成の点では、まだ未成熟であるといわざる
をえないのです。要するに、アジアの平和の構築と維持に役に立つような多国間システムがアジア地
域ではきわめて弱いという現実があります。
一方、日米同盟関係は継続され、今回のアメリカの対イラク戦争に際して、日本が軍事力の及ぶ範
囲を拡大させ、平和構築に日本が協力することを通じて、日米同盟関係は以前よりいっそう強化され
ました。日本との協力関係は、アメリカの観点からすると、アジアの平和と地域の安定に必須な勢力
均衡の一部として維持されることになります。朝鮮半島問題など多肢にわたるアジアの安全保障問題
に関して、アメリカが日本と協議を行うことなどからして、日米両国にとってもアジア全体にとって
も日米関係の重要性は続くだろうと思います。
近年進められてきた日米同盟関係を強化し、日本が地域的役割を拡張する動きは、朝鮮民主主義人
民共和国（北朝鮮）の脅威の存在を理由として進めてられてきました。もし朝鮮半島が和解の方向に
進むのであれば、日米両国はいつの時点かにおいて、同盟の隠された一面を顕在化させるようになる
でしょう。すなわち「中国の台頭」にどう対処すべきかという問題が浮上してきます。台湾問題と米
国のミサイル防衛計画の推進などに見られるように、米中は新たな冷戦に突入しつつあるように見え
ます。先ほど申し上げましたように、過去10年間で、日本人の中国に対する見方はかなり厳しいもの
となりましたが、依然として多くの日本人は、台湾問題における軍事衝突など、米中間の紛争に巻き
込まれることを望んでいないのです。
そういう意味で、東アジアの平和と安全保障を決定づける鍵は、米中関係にあります。 1979年米中
国交正常化以来、アメリカの歴代の大統領と中国の指導者は米中関係が建設的であることが各々自国
の国益に合致していると判断してきたため、両国の関係は建設的に展開されてきました。米中両国は
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朝鮮半島問題などを含む様々な問題について協議を行っています。今米中双方とも、他の諸々の優先
すべき問題やコミットメントに鑑み、緊張を最小限にとどめたいと考えています。
もちろん米中両国関係に問題がないわけではありません。米中関係を損なう可能性があるもっとも
深刻な問題が台湾問題であることはいうまでもありません。この問題では主要国、つまり中国とアメ
リカが直接に関与しており、朝鮮問題の場合とは異なり、台湾問題は協力より競合を喚起しています。
特に近年の台湾をめぐる状況は、台湾で新しい指導者が誕生したことにより新しい状況を迎えました。
2000年の大統領選挙で民進党が勝利し、長期にわたって続いてきた国民党の一党独裁の統治に終止符
を打ちました。民進党は選挙前、台湾の独立を主張し、台湾ナショナリズムに訴えてきましたが、今
のところ中国も、台湾も、慎重に抑えた対応をしているように見えます。
しかし同時に、台湾と中国大陸の経済統合は着実に速度を上げて進んでいます。台湾の多くの製造
業企業は中国大陸に工場を建設し、最新技術を移入し、中国の低賃金労働力を使い、製品を中国国内
や海外市場で販売しています。現在30万人以上の台湾人が上海周辺に居住し、約150万の台湾人が中
国大陸に住んでいます。
こうした経済の融合は、いずれは何らかの形での政治的統合を導き出すだろうと予測されています。
最近は中台双方が脅迫的な状態を控え、台湾のいろいろな相手との対話を進め、郵便、貿易、運輸の
「三通」（すなわち、直接の通商・通信・通航）を促進しようとしています。しかし同時に、台湾問題
の将来は不透明のままです。こうした問題は米中関係に難題を投げかけています。
アジアの平和と安定的発展を阻害する可能性のあるもう一つの要因は、「中国脅威論」の根強い存
在であります。 21世紀に向けてアメリカに匹敵する経済規模を持つことが確実視される中国に対して、
さらには潜在的「脅威」と見なして身構える向きがアメリカ国内には少なくありません。彼らは、ベ
オグラード中国大使館の「誤爆事件」を契機に、ナショナリズムの高揚しつつある中国で、ナショナ
リズムが国家統一の道具としてイデオロギーのかわりをしていると分析しています。また中国が再び
覇権的な「中華思想」の世界を狙っているのではないかと恐れています。対テロ戦争を通して、米中
間の提携関係はいっそう強化されてきましたが、中国の社会主義体制が崩れない限り、経済の発展が
著しく進むなかで、米中対立の時代が再び来るのではないか、という不安を抱いている人々も少なく
ありません。米中両国は、自らの歴史や文化および政治的立場を反映させながら、今後どのように共
存していくのか、こうした問題は米中両国に限らず、アジアにおける各国の人々に与えられた新たな
課題であります。
おわりに
今、経済のグローバル化およびインターネットによる文化や情報のグローバル化は、人と人、国と
国とを緊密に結び、絆を網の目のように世界中にはりめぐらしました。このヒト、文化と情報のグ
ローバル化はおそらくだれも止めることができないでしょう。こうした地球の一体化、いわゆるグ
ローバリゼーションはもはや止められない歴史的な潮流であります。そうして21世紀には、人々が国
家や民族の枠を超えていくことが求められています。そうなると、アジアの人々は、いかにしてアジ
ア独自のアイデンテイティを共有し、地域共同体の形成を共通の目標とするかがますます重要な課題
となるでしょう。
最後に、アジア地域におけるコミュニティづくりで問われるのは、グローバリゼーションの時代に
も、変わらない部分、違いのある部分、つまり多様性にどう対応するかという問題であります。 21世
紀に向けて、アジア地域の人々が、どのように相手国の違いを互いに認め合い寛容の精神や知恵を身
につけることができるかという新たな課題に直面せざるを得ないのです。
すでに述べましたように、アジア地域にはいくつかの未解決の問題が残されていますが、おそらく
近い将来、アジアの大国間で極端な緊張や紛争が起こるような危険度は相当低いと思います。そのた
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め、伝統的な安全保障問題のほかに、人間の安全保障にかかわる非伝統的安全保障の問題も考えなけ
ればなりません。たとえば、人間の安全に直接に脅威となるテロリズムの問題、地球の温暖化、エネ
ルギー問題、貧困や難民、食糧問題、人口の高齢化問題など、これらの諸問題については、アジア諸
国の共通の課題となっています。したがって、適切な政策を模索する上での協力はそれほど困難では
ないでしょう。今日、いろいろな形での協力関係が徐々に進められ、多国間レベルでいろいろな組織
の活動も見られます。今後国家間の提携のほかに、非政府組織 (NGO)の役割もさらに大きく拡大
されるべきでしょう。
21世紀におけるアジアの平和を考えますと、中国、日本、アメリカ三国の交流、相互理解の大切さ、
特に若い世代の交流や対話が大切になっていることを強く感じております。交流のないところに相互
理解はなく、相互理解なくして相互信頼関係の構築は期待できません。グローバリゼーションがいっ
そう進むなかで、そうした相互理解および相互信頼関係があってはじめて、地域共同体への道のりが
生まれてくるのではないでしょうか。
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